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ない。

最近の社会保障改革では、高齢者よりも子育て世

代に給付費を充実すべきとの意見があるが、年齢や

特定の世代を狙い撃ちするのではなく、支援を必要

とする人を助けられる制度が必要である。今後は医

療・介護だけで完結せず、個人のニーズに応じた包

括的な支援をいかに提供できる体制にしていくかが

重要なことである。

・本道の医療の方向性

北海道の医療の将来像を考えると、確実に起こる

人口の変化について、都市部と地域に分けて考えな

ければならない。国は、人口が多い東京都・神奈川

県・千葉県を軸に政策を作っている傾向がある。札

幌については、国の政策の視点とある程度一致して

いる。問題なのはその他の地域であり、国は在宅医

療を推進しているが、医療機能を維持することさえ

も難しい状況である。地域によっては、住民居住区

の集約化やコミュニティケアを重視していく必要が

ある。

◇

続いて質疑応答に移った。「地方では、医療・介護

分野で働く医師の絶対数が不足し、立ち行かない状

況である。多くの医師は札幌に住みたがる傾向にあ

るので、国や道が一定の権限を持って医師配置に関

わっていただき、地域の医療・介護が成り立つよう

にしていただきたい。」という質問には、「医師に限ら

ず、いかに医療・介護従事者を地域で確保するかが

今後の大きなポイントである。国の対策としては、

自治医科大学の卒業医師の配置や地域枠医師の拡充

等を実施しており、北海道がそれをどう運用してい

くのかが重要なことである。地域枠医師に関して

キャリアを積みつつ、いかに地域で働いていただく

かを検討しているところである。」と返答された。

また、「『協議の場』は圏域によって構成メンバーは

変わってくると思うが、メンバー構成は誰がどのタ

イミングでどのような形で決めるのか教えてほし

い。また、『協議の場』は地域医療構想の策定前と後

では、構成メンバーが変わるのだろうか。」という質

問には、「『協議の場』は本来、地域医療構想の策定後

に設置されることとなっていたが、前倒しで行われ

る段階でも同じ『協議の場』の名称を使用している

から錯綜しがちである。今後は『地域医療調整会議』

に名称変更されるが、地域医療構想の策定前と後で

はメンバーの選出は変わってくると思うので、名称

を分ける等、区別して議論したほうが良いと個人的

には考えている。また、地域医療構想の策定前は地

域全体について、策定後は個別の医療機関について

協議するので、医療従事者の参加の比重が高まると

思う。メンバーをいつ誰が決めるかは正式には決

まっていない。今後、国の方針が示されるので、そ

れを踏まえて考える。基本的には、ガイドライン策

定後に北海道で検討会を開催してメンバーの目安を

考え、各地域で決めていただくことになると思う。」

と返答された。

タイムリーな話題について、道の担当者にわかり

やすく講演していただき、有意義な講演会となった。


